別記様式第１号
番    　号
年  月  日
  農林水産省農林水産技術会議事務局長　殿　
                                      　所 在 地
                                    　　団 体 名
                                        代表者名                 印
農林水産業の革新的技術緊急展開事業（産学の英知を結集した革新的な技術体系の確立、技術革新を加速化する最先端分析技術の応用）実施計画の（変更）承認申請について
（注：事業名は実施する事業名を記載する。以下の別記様式において同じ。）

平成　年度農林水産業の革新的技術緊急展開事業（産学の英知を結集した革新的な技術体系の確立、技術革新を加速化する最先端分析技術の応用）を実施したいので、農林水産業の革新的技術緊急展開事業実施要綱の第５に基づき、関係書類を添えて（変更）承認申請する。
※関係書類として事業計画書を添付すること。
別記様式第２号
番    　号
年  月  日
  事業実施主体名
　　代表者氏名　あて
農林水産省農林水産技術会議事務局長
農林水産業の革新的技術緊急展開事業（産学の英知を結集した革新的な技術体系の確立、技術革新を加速化する最先端分析技術の応用）の実施計画の承認について
　平成　年　月　日付け　　　号で申請のあった件について審査の結果、承認されたのでここに通知する。
　なお、後日、割当内示をするので、これに基づき手続きを進められたい。
別記様式第３号
番    　号
年  月  日
  農林水産省農林水産技術会議事務局長　殿　
                                      　所 在 地
                                    　　団 体 名
                                        代表者名                 印
農林水産業の革新的技術緊急展開事業（産学の英知を結集した革新的な技術体系の確立、技術革新を加速化する最先端分析技術の応用）交付決定前着手届
農林水産業の革新的技術緊急展開事業実施要領第７の５に基づき、下記条件を了承の上、交付決定前に着手するので下記のとおりお届けする。
記
１　交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した　事業に損失を生じた場合、これらの損失は、事業実施主体が負担するもの　とすること。
２　補助金の交付を受けた金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない　場合においても、異議がないこと。
３　当該事業については、着手から交付決定を受けるまでの期間内において　は、計画変更（事業の内容変更）はないこと。
別添
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年 月 日
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理由
別記様式第４号
平成　年度農林水産業の革新的技術緊急展開事業（産学の英知を結集した革新的な技術体系の確立、技術革新を加速化する最先端分析技術の応用）
収益状況報告書
番    　号
年  月  日
  農林水産省農林水産技術会議事務局長　殿　
                                      　所 在 地
                                    　　団 体 名
                                        代表者名                 印
　平成　年　月　日付け　第　号をもって補助金の交付決定の通知があった農林水産業の革新的技術緊急展開事業（産学の英知を結集した革新的な技術体系の確立、技術革新を加速化する最先端分析技術の応用）に関する平成　年度の収益の状況について、農林水産業の革新的技術緊急展開事業実施要領第９の規定に基づき、別添のとおり報告します。
（別添）
　１　実施事業の名称
	事業名
	事業内容
	備考

	農林水産業の革新的技術緊急展開事業（産学の英知を結集した革新的な技術体系の確立、技術革新を加速化する最先端分析技術の応用）
	
	


　（注）１　事業実施計画時に提出した事業内容を記載すること。
　　　　２　「備考」の欄について事業内容の詳細等について記入すること。 
　２　補助事業に係る知的財産権の譲渡若しくは実施権の設定に係る許諾に　　よる収益
項目名（　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　円
　３　補助事業の成果の企業化による収益　　　　　　　　　 円
　４　企業化に係る総費用　　　　　　　　　　　　　　　　 円
　５　補助事業に関して支出した技術開発費の総額　　　　　 円
　６　補助金の確定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 円
　７　補助事業の成果が企業化事業に利用された割合
	


　（注）収益計算書を添付すること

